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１  本ビジョンの策定経緯と趣旨  

林野庁では、林業における労働安全の確保や、労働生産性、収益性の向上等

に向けた新技術の現場導入を加速するために、令和元年 12 月に、イノベーション

による林業の将来像と技術開発の現状、課題等を整理した「林業イノベーション

現場実装推進プログラム」 （以下「同プログラム」という。）を策定し、従来の木材

利用に加え、木材の成分から開発する新素材の重要性についても整理した。同

プログラムを踏まえたこれまでの取組により、スギ材を原料とした新素材「改質リ

グニン」の大規模製造技術の実証やセルロースナノファイバー（以下「CNF」とい

う。）を用いた木材保護塗料の製品化など着実な進展があった。 

他方、木材チップの需要先の安定的な確保と多様化が重要であるとの観点か

ら、各地域の木質資源を付加価値の高い用途に活用するための技術の多様化

などの新たな課題が顕在化している。このため、林野庁では、木質系新素材の開

発及び社会実装を推進していくための考え方を示した「木質系新素材の社会実

装ビジョン」 （以下「本ビジョン」という。）を策定した。 

本ビジョンでは、林業収支の改善に向けて、新たな高付加価値用途である木

質系新素材の社会実装を目的として、木質系新素材の必要性や課題、目指す

べき将来像、技術開発の方向性を提示した。さらに、「木質系新素材の社会実装

に向けて」として、社会実装に向けて重要な取組を明記した。   
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２  木質系新素材の必要性  

我が国の人工林のうち６割が一般的に利用期に入るとされる 51 年生を既

に過ぎている。森林資源の循環利用を促進するためには、伐採後の再造林の

確保が重要だが、現在、伐採後の植栽、育林等に伴うコストに対し、国内林業

の収益性は十分な水準になく、森林所有者にとって再造林への負担が大きい

状況にある。国内林業の主な収入源は木材供給量の約５割を占める建築用

等の丸太販売であり、建築用に利用できない低質材や枝条、製材端材等につ

いては、比較的安価な用途（パルプ用や燃料用など）に利用することで林業収

入を下支えしている。 

林業の収益性の向上に向けて、これらの建築用材に利用できない木質資源

を付加価値の高い用途に供給することへの関心が高まりつつある。その新たな

用途として木質系新素材を開発するとともに、安定的な木材需要を創出する

ためには持続的な素材産業として成り立たせることが重要である。 

 

  木質系新素材  

地域の木質資源（木材（樹皮、枝条を含む。） 、竹など森林由来の資源）の

成分から製造される従来にない素材  

 

２ .１  社会ニーズへの対応  

木質資源を供給する林業経営体や木材加工流通業者の視点では、収

支を改善させるためには、木質資源を一定以上の価格で取引できる安定し

た需要先の確保が重要であり、付加価値の高い用途へ利用できる木質系

新素材の社会実装に対する期待は大きい。他方、素材を利用する製品製

造業者等の視点では、排出量取引制度の本格稼働や建築物 LCA を促す

制度の検討などネット・ゼロの実現に向けた取組の加速化、プラスチック条

約締結に向けた議論や国内の資源循環に係る法整備を背景に、バイオマ

ス由来の素材への期待が高まっており、新素材が市場を獲得していくため

には、こうした社会ニーズに応えられる環境適合性を備えていることが重要

である。 

近年、農産物残渣を中心とする草本系バイオマスを原料とした汎用プラ

スチックが多様な産業で導入されている。このことからも、木質系新素材の

社会実装は、従来の枠を超えて木材の需要先を拡大するとともに、森林資

源の持続性に関心をもち、自ら森林経営に参入するなど、積極的に森林・

林業に関わる企業の増加にもつながることが期待される。 

一方で、持続的に産業として継続していくためには、新素材の開発・実装

に当たって、地域の林業経営体や木材加工流通業者の協力の下、原料を
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確保することが重要である。 

 

２ .２  木質資源の現状  

我が国の人工林は、面積ベースで約４割をスギ、約３割をヒノキ、約２割

をカラマツ・アカマツ等が占めている。産出される木材の樹種については地

域性があり、大半の都府県ではスギが最も多く生産されているが、北海道

では８割がトドマツやカラマツ、長野県では５割がカラマツ、岡山県や高知

県などスギよりヒノキの生産が多い地域もある。加えて、近年、里山林整備

や地域活性化の観点から、広葉樹や竹の活用に積極的に取り組んでいる

地域もみられるようになっている。 

また、建築用材に利用できない木質資源として、製材工場等の残材（背

板などの端材、おが粉、プレーナーくず等）は、既にある程度の加工（剥皮や

切削、乾燥など）が行われた状態にあることから、化学的な工程を伴う木質

系新素材の原料として適した資源と言えるが、製材工場等の製品製造工

程によって、サイズや含水率、不純物の有無など原料の状態は一様ではな

い。 

このように地域により原料の質・量が様々である一方、木質系新素材を、

工業製品の原料として用いるためには、需要者に安定した品質の素材を提

供できることが重要であり、その原料となる木質資源には均質性が求めら

れる。このことから、木質資源の需要の多様化に向けて、地域ごとに特性の

異なる原料を有効活用できるような幅広い技術の実装が重要である。 

 

２ .３  木質系新素材の開発の現状  

木質系新素材の技術開発は、産官学の連携により近年急速に進展して

おり、その手法は多岐にわたるが、原料に着目すると、おおむね以下の３つ

の方法に分けられる。また、木質系新素材を社会実装させるためには、事

業の採算性や環境適合性をトータルで高めることが重要であり、各素材の

製造工程で生じる副産物も余すことなく有効活用することが重要である。 

① 木材の成分を分離して利用する方法  

工場残材や、低質材で樹皮を除いた木部を原料とし、その主要成分であ

るリグニンやセルロースなどを分離し、各成分の特徴を活かした新素材の

開発が進展しており、改質リグニンやＣＮＦなどが該当する。そのほか、セル

ロース等から化学分解や微生物の代謝を利用して得られる化合物を原料

として、バイオマスプラスチック等を合成する技術の開発も進められている。 

② 木材の成分を分離せず利用する方法  

木質資源を直接ガス化等することにより基礎化学品原料を製造する技
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術であり、近年は持続可能な航空燃料（SAF）の製造手法の一つとして商

用化に向けた検討が進められている。 

③ 樹皮を利用する方法  

現在、樹皮の主な用途はボイラー燃料や敷料であるが、需要とのバランス

によっては使いきれず廃棄される場合もある。このような中、樹皮から抽出し

たテルペン類等を原料にプラスチックや医薬品等を製造する技術の開発が

進められている。これらの微量成分は、少量ながら付加価値の高い利用が

期待できること、樹種や地域によって組成や性能等が異なることから、新た

な地域産業を生み出す可能性を秘めている。 

 

３  木質系新素材を実装した社会の将来像  

森林から供給された丸太を、製材品などの木材製品に加工し、長い年月を

木造建築物として利用した後に解体する。その後、パーティクルボードなどに複

数回再利用し、最後には焼却しエネルギーとして利用する（建築用材サイクル）。 

同様に、工場残材や低質材など建築用材に利用できない木質資源について

も、木質系新素材の原料として利用し、長期間の利用が可能なバイオマスプラ

スチック製品等として加工し使用する。製品回収後もリサイクルを通じて複数

回再利用された後に燃料利用する（バイオマス素材サイクル）。 

これに加え、付加価値の高い用途への木質資源の供給を推進することで、

林業収支の改善と、再造林が行われ、「伐って、使って、植えて、育てる」森林

資源の循環利用が実現する（森林サイクル）。 

これら３つのサイクルを適切に機能させることにより、CO２排出削減、炭素の

吸収・固定機能の最大化によるネット・ゼロの実現と、国内資源の総合利用に

よる循環型社会の形成に貢献する。 

 

４  木質系新素材の課題と開発の方向性  

前項で示す将来像の実現に向けて、林野庁としては、主に以下の３点を開

発の方向性として木質系新素材の社会実装を推進する。 

① 地域の木質資源のフル活用につながる原料利用  

現在、丸太生産量の多いスギを原料とした技術開発が進展しているが、そ

の他の主要樹種を原料とする技術についても開発を推進する。また、特定の成

分の利用を目的とした技術は確立されつつあるが、主生成物の製造時に生じ

る副産物についても極力付加価値の高い利用ができる技術を目指す。また、

製造工程で生じる排熱等も余すことなく利用する。こうした原料のフル活用に

より事業化に当たっての経済合理性を確保する。加えて、用途の限られている

枝条や短尺材、樹皮などの化学利用についても、付加価値の高い利用に向け
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た技術開発を推進する。 

② 高付加価値化と持続可能性を両立させる用途展開  

現在、建築用材に利用できない木質資源は比較的安価な用途に利用され

ているが、地域によっては、燃料材の需給が逼迫し、調達に苦慮する需要者

（バイオマス発電所等）も見られる。このことから、木質系新素材の開発に当た

っては、社会ニーズに合致した、付加価値の高い用途を目指すことに加え、持

続的な資源利用・事業展開を踏まえ、原料の供給力と製品の需要量のバラン

スが取れていることが重要である。このため、地域における原料の供給可能量

を念頭においた付加価値の高い用途の開発を推進する。 

③ ライフサイクルを通じたエネルギー・コスト削減を志向するプロセス設計  

素材製造においてバイオマス原料を用いることは化石燃料・資源の消費の

低減につながると考えられるが、一方で、原料調達や製造工程において多くの

エネルギーを要する場合がある。化石資源を用いる従来の素材と比べて、かえ

って環境適合性が低下しないよう留意が必要である。具体的には、高温高圧

を要さない穏やかな製造方法や、燃費や断熱性能の向上など省エネを実現す

る用途開発など、ライフサイクルを通じてエネルギー削減につながる新素材の技

術開発を推進する。 

加えて、技術開発において、従来の素材に対し価格競争力を有するコストの

実現も欠かせない視点だが、バイオマス素材の普及を後押しするためには、そ

れらが有する環境価値等の見える化、評価方法についても検討することが重

要である。 

 

５  木質系新素材の社会実装に向けて  

木質系新素材の基礎研究から開発、実証、普及に至る過程においては、技

術開発だけでなく、研究機関や製品メーカー等の協業、事業性や環境適合性

の評価、知財戦略の策定・ブランディング、関係法規への対応、商用生産施設

の整備、原料供給体制の構築などの取組が重要であり、多くの経費と時間を

要する。 

このため、経済産業省、環境省等の各省庁において、CO2 排出削減や GX

の実現等を目的として、バイオマス由来素材の社会実装に向けた取組を推進

する施策が実施されている。林野庁としては、木質系新素材の開発の方向性

を満たす技術について、関係省庁と連携しつつ、産学官の協働により社会実

装を推進する。 
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